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第1章 はじめに 

 
世界各国は気候変動による緊急性を背景に，カーボンニュートラルを実現する誓約を

表明している。2015 年のパリ協定で定められた目標を達成するため，再生可能エネル

ギー（太陽光，風力，水力など）は脱炭素化の主要な手段として浮上している。日本も

また，2040 年までに再生可能エネルギーの潜在能力を 30~45GW に拡大する目標を掲

げている（日本風力発電協会，2023 年）。この目標を達成するため， 2024 年 3 月に

「海洋区域の有効利用促進法」を改正し，排他的経済水域（EEZ）内での洋上風力発電

の開発を可能にした（Outlaw， n.d.）。この改正により，地域水域を越えた洋上風力発

電所の設置が許可され，洋上風力発電プロジェクトの面積が大幅に拡大されている。日

本風力発電協会（JWPA）は，EEZ 内の洋上風力発電の地理的ポテンシャルが陸上風力

の約 3.5 倍に上ると推計されており，この改正のインパクトは非常に大きいと言える。 
洋上風力発電所は大まかに分類すると固定式風力発電所と浮体式風力発電所の 2 つ

のタイプに分けられる。浮体式風力発電所は係留索を通じて海底と接続されている。多

くの先進国は，図-1 に示すように浮体式風力発電所への移行を開始している。 
 

 
図-1 浮体式と固定式風力発電機の世界的な比較 

（Line Currents， 2021， NREL ウェビナー図を基に改変，2020 年 3 月 17 日） 
 

日本はその 80%が深海に囲まれた島国である（図-2 参照）ため，浮体式風力発電所

の実現可能性と実用性が注目され，研究者は浮体式洋上風力発電所の開発に注力してい

る。浮体式風力発電所の支持構造物には，コンクリートと鋼が最も一般的な建設材料と

して候補に挙がっている。鋼は過去数十年間，海洋構造物において広く使用されてきた

実績がある。しかし最近の研究では，コンクリートを代替材料として使用することで，

施設の延命化が図れることが示されている。 
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図-2 日本の海水深度プロファイル（Felder et al.， 2022 を改変） 

 
ただし，波，風，潮汐，高潮など， 沖合環境での作用力に関する検討は不十分であ

り，コンクリートの応答は依然として検討中である。また，コンクリートを用いた構造

物を施工の合理化を検討する際，浮体の事前製造（プレキャスト化）は一つの選択肢と

なる。この場合，接合部の挙動を明確に理解する必要がある。コンクリート構造物の接

合部は，応力の伝達において力学的に弱い領域と一般的に考えられている。したがって，

本研究では，水中および空気中におけるせん断応力下でのコンクリート部材接合部の挙

動を実験的に分析することとした。 
 

第2章 既往の文献整理 

 
大規模な浮体構造物を建設するには，複数個のプレキャスト部材を製造し，それらを

一体化させて構造物を製作する必要がある。近年，このような構造物にプレキャストコ

ンクリート部材が効果的に適用されている（Rognaas et al.， 2001）。プレキャストコン

クリート部材の組み立てには，必ず接合部が生じるが（Chanhong Lee et al.， 2011），接

合部は構造物において，せん断力や圧縮力の伝達において不連続面を形成するため，力

学的に最も弱い部分とされている。 
 
波の作用，水力学的な力，風荷重などにより，コンクリート部材間にせん断力が作用

すると，部材間でせん断応力の伝達が生じます（Zewdie et al.， 2024）。接合部における



3 
 

せん断応力伝達挙動の理解不足は，構造物の予期せぬ損傷や不適切な設計を引き起こす

可能性がある。水中ではコンクリートの強度が低下することが一般に知られており，充

分な検討が必要と考えられる。 
 
以上のような背景から，本研究では，コンクリート‐コンクリート接合部の挙動を深

く理解するため，接合部はせん断キーやエポキシ樹脂（実際の海洋構造物で接合強度を

強化し，浸水を最小化するために使用される）を排除した平坦な構造とした。鉄筋コン

クリートのせん断伝達挙動は鉄筋のダウエル作用（Maekawa et al.， 2003）に依存する

ことが知られている。本研究では，2 つのコンクリート部材を接続するために，鉄筋の

代わりにプレストレス用 PC 鋼棒を使用した。 
 

第3章 予備解析 

 
ここでは実験条件を選定するために、予備解析を行った結果を報告する。検討には

COM3（材料非線形有限要素法解析意）を利用した。 
 

3.1 解析モデルの概要 

図-3 に要素の全体像を示す。試験体サイズは 315 mm × 270 mm × 600 mm とし、接

合部（モデル中央）もしくは試験体端部からそれぞれ 90 ㎜の位置に載荷プレートと支

点用プレートを配置した。試験体全体にプレストレスが導入されるよう、弾性要素を配

置している。コンクリートの物性値に関しては、ヤング係数が 350000kgf/cm2、圧縮強

度は 600kgf/cm2、引張強度 35kgf/cm2 とした。一方で鉄筋の物性値に関しては、ヤング

係数が 2100000kgf/cm2、降伏強度 4000kgf/cm2、引張破断強度 6000kgf/cm2、引張破断ひ

ずみ 0.12 とした。 
 

 
図-3 要素の概要 

 
 図-4 は試験体の主鉄筋位置に設置した RC 要素を示す。本解析では主鉄筋位置の RC 要

素が所定の鉄筋比となるように設定した。なお、帯鉄筋は試験体全体の鉄筋比として考慮し

ている。 
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図-4 主鉄筋の要素（RC 要素） 

 
 図-5 は PC 鋼棒の様子を示す。本解析ではソリッド要素でモデル化した。また、プレストレス

は PC 鋼棒の要素の両端分を線要素でつなぎ、荷重（約 90t）を導入した、 
 

 
図-5 PC 鋼棒（ソリッド要素）の様子 

 
 
 図-6 に接合面に設定したボンド要素の様子を示す。ここでは、暫定値として、圧縮時のせん断

剛性を 1000000 kgf/cm3，圧縮時の開閉剛性を 2000000kgf/cm3 とした。引張時のせん断剛性、

開閉剛性はともにゼロとした。なお、摩擦係数は 0.7 を設定した。 

 
図-6 ボンド要素の様子 
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3.2 解析の結果 

図-7 に載荷直後要素（１ｃｍの変形時）の全体像を示す。接合面において、PC 鋼棒より

も下方から最大主ひずみが生じている。接合部のせん断変形に対して PC 鋼棒が進行を抑制

したことで生じていると考えている。 
 

 
図-7 載荷直後の最大主ひずみ分布 

 
 一方で、接合部が最大耐荷力を示したタイミングの最大主ひずみ分布を図-8 に示す。この構

造諸元で、選択的に接合面付近に破壊が集中していることが分かった。 
 

 
図-8 最大耐力時の最大主ひずみ分布 

 

第4章 実験条件 

4.1 材料特性 

46-23-20 N のコンクリートの示方配合表を表-1 に示す。スランプ値は 25 cm を採用し

た。また，目標空気量は 2.0±1%に設定した。実験時のコンクリート（空気中および水

中）の力学的物性値を表-2 に示す。コンクリート部材同士を固定するために PC 棒は径

36 mm のものを使用した。 
コンクリートと PC 鋼棒の十分な一体性を確保するため，PC 棒を囲むシース内に表-
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3 に示す低粘度・高強度グラウトを注入した。試験体サイズは試設計（10MW 級の洋上

風力発電所の浮体）で算出された 0.3 倍のサイズである 315 mm × 270 mm × 600 mm
とした。 
 

表-1 コンクリートの示方配合 

 
 

表-2 コンクリートの力学物性値 

 
 

表-3 使用したグラウトの物性値 

 

4.2 実験条件 

静的なせん断強度実験において，図-9 に示すように PC 鋼棒で接続された 2 つのコン

クリート試験体を使用した。 
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図-9 せん断実験用コンクリート部材の模式図 

 
コンクリート強度の約 20%に相当する有効プレストレス（900 kN）が施され，その後，

PC 鋼棒を囲むシース内にグラウトを注入した。両方のコンクリート試験体は平滑な接

合面で接している。試験体は２体用意し，1 体は（No.0-3）は空気中で実験され，もう

１体（No.0-4）は水中で実験された。両条件の実験装置を図-10 に示す。水中での実験

の場合，水槽を水で満たし，コンクリート試験体の上面 1 cm は水面から露出させた。

空気中での実験では，デジタルカメラを三脚に設置し，時間の経過に伴うひび割れの進

行を記録した。一方，水中条件では，防水カメラを使用し，水中のコンクリート部材の

応答を撮影した。 
 

 
図-10 空気中（左写真）および水中（右写真）における試験体設置の様子 

 
接合部のせん断強度を正確に試験するため，図-11 に示されるように Losipescu 式の

せん断実験で荷重を加えた。 
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図-11 Losipescu 式のせん断実験 

 
図-12 には，変位計（LVDT）およびひずみゲージ（PC 鋼棒は S1 から S8，鉄筋は

S9 から S16，コンクリートは S17 から S23（気中）および S17 から S25（水中））の

設置位置を示す。水中実験における計測装置の防水性を確保するため，東京測器研究所

製の差動トランス式の変位計（FDP-10A）を使用した。ステンレス鋼製ひずみゲージ

（WFLM-60，東京測器研究所製）にリード線を接続し，ゲージの排出孔周囲をシリコ

ンで覆い，防水性を確保した。 
支点の剛性を高めるため H 鋼を槽内に設置し，その上に支点（固定点とローラー）2

つを設置した。H 鋼のたわみの有無も変位計で計測した。接合部は相対的なせん断変形

および開口変形をそれぞれ計測した。 
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図-12 ひずみゲージおよび変位計（LVDT）の配置（気中：0-3，水中：0-4） 

 
実験装置の全体構成（設置の様子）を図-13 に示す。コンクリート試験体は 28 日間

型枠内で養生した。試験体間に 36mm 径の PC 棒を挿入し，所定の応力までプレスト

レスをかけた後，グラウトを注入した。槽内に H 鋼を設置し，試験体を設置後，上部か

ら載荷治具を降ろして載荷の準備を行った。 
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図-13 接合部のせん断実験のための実験準備手順 

 

第5章 実験結果 

 
気中（試験体 No.0-3）および水中（試験体 No.0-4）で，それぞれ部材接合部のせん断

実験を実施した。 
変位計（LVDT）の D5 および D6 は，図-14 に示すように接合部間の開口挙動を示し

ている。PC 鋼棒を挿入したコンクリート部材における接合部せん断実験は，PC 鋼棒の

ダボ作用が支配的になる曲率変化点で終了した。この曲率変化点は，PC 棒の降伏点よ

りもはるかに前に発生した。したがって，この実験条件下では，せん断応力はコンクリ
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ート接合部の界面および PC 鋼棒によって支持されている。 
気中の場合，接合部の開口は最終値 0.56mm まで増加し続けた。一方，水中の場合，

初期に負の値を示した変位計があった。これは水の存在による初期応力状態の変化に起

因する可能性がある。その後は変位が増加し，最大的に，開口変位は 0.43mm に達した。 
 

 
図-14 接合部の荷重‐開口変位関係（気中：0-3，水中：0-4） 

 
D1 および D2 の変位計の値から，図-15 に示すように接合部の開口変位を計算した。

水中（試験体 No.0-4）では，気中（試験体 No.0-3）と比べて接合部開口が小さいことが

分かった。水中では、接合部の開口方向が逆転する現象が観察され。原因は定かではな

いが，水中で接合部に繰り返しせん断力が作用することでコンクリートが損傷し（剛性

が低下し）、その結果、接合部が閉じる方向に推移したと考えている。いずれの試験体

も、最大荷重においても，接合部に著しい開口は認められず，試験中を通じてプレスト

レスは有効に機能していた。 
 

 
図-15 接合部の荷重‐せん断変位関係（気中：0-3，水中：0-4） 

 
コンクリート部材のひずみ分布は，図-16 に示すように，気中および水中の両方で

450~500 kN において屈曲点を示し，弾性挙動から塑性挙動に移行した。これは，コンク

リート部材内の微小亀裂や応力再配分を示唆する可能性がある。ただし，気中では 400 
kN 付近でコンクリート片の剥離が確認されたのに対し，水中では最大荷重まで視覚的

に損傷は観察されなかった。 
また，試験体の上部（0-3 試験体で 20 と 17，0-4 試験体で 17 と 21）と下部（0-3 試

験体で 22 と 19，0-4 試験体で 20 と 24）では正のひずみ，中間部（0-3 試験体で 21 と
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18，0-4 試験体で 18 と 23）では負のひずみが計測されている。PC 鋼棒は，2 つの部材

を緊張力で一体化させており，試験体高さ中央付近では実験中も圧縮力が常時作用して

いたためと考えられる。 
 

  

 
図-16 荷重とコンクリートのひずみの関係（気中：0-3，水中：0-4） 

 
コンクリートと PC 鋼棒のひずみ分布（図-17 に示されているように，いずれも接合

部から 72mm 離れた同一断面の値）を図-18 に示す。No.0-3（気中）および No.0-4（水

中）の試験体において，PC 鋼棒とコンクリートは載荷初期段階で同じような増加傾向

を示している。しかし，450 kN を超えると，No.0-4（水中）で PC 鋼棒とコンクリー

トのひずみ値に乖離が確認された。これ以降，コンクリートのひずみは減少する一方で，

PC 鋼棒のひずみは増加し続け，荷重伝達メカニズムの急激な変化が確認された。PC 鋼

棒が主要な荷重伝達成分となることを示している。さらに，450kN 程度に至るまで，

No.0-4（水中）のコンクリートひずみは No.0-3（気中）よりも大きく，水中でより大き

な変形が生じていることがわかる。これは，水中に浸漬したコンクリート試験体の方が

剛性が低いためと考えている。 
 

 
図-17 PC 鋼棒とコンクリートひずみゲージの位置関係図 
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図-18 PC 鋼棒とコンクリートひずみゲージの経時変化（気中：0-3，水中：0-4） 

 
試験体 No.0-3（気中）および No.0-4（水中）の最終破壊状態を図-19 に示す。DIC に

よる分析結果から，ひび割れの進展方向を判定し，矢印で示した。両ケースにおいて，

上下両面（上部と下部）に急勾配の均一な亀裂が観察された。ただし，水中条件下では

亀裂の分岐がより多く観察された。 
気中での最大耐荷力は638 kNであったのに対し，水中条件下では600 kNであった。

最大荷重として 5%程度の違いであり，水中においても気中とほぼ同様の耐荷力が示さ

れたと考えている。 
 

 
図-19 コンクリート試験体の破壊挙動（気中：0-3，水中：0-4） 

 

第6章 結論および今後の展望 

 
気中（試験体 No.0-3）および水中（試験体 No.0-4）で，それぞれ部材接合部のせん断

実験を実施し，主として以下のような結論を得た。 
 
・水中条件下では，接合部のすれ変形および開口変形が生じにくい（相対的に高い荷重

レベルまで発生しない）ことが分かった。 
・最大荷重時も水中条件下のほうが，ずれ変形および開口変形ともに小さいことも分か

った。  
・水中条件下での接合部の最大荷重は，気中条件下の場合と比べほぼ同じ（5%程度低

い）であった。 
 

実際の海上環境における作用状態を再現するため，次のステップとして，接合部を有

する試験体に対して気中および水中でのせん断疲労実験を実施する必要がある。さらに，
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数値シミュレーションを用いた小規模構造から大規模構造への展開も重要と考えてい

る。 
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